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　日本製紙グループの中期経営計画2025は、2030年に目指
す姿の達成に必要な経営課題の解決や達成に向けて、2021

年度から2025年度までの5年間に実行する計画です。
　2023年度における計画の進捗は、売上高において対前年
で147億円の増収となりました。新聞用紙、印刷・情報用紙、
段ボール原紙をはじめとする各種製品の価格修正の効果が発
現しました。
　営業利益は大幅な増益となり、黒字に転じました。ただし、
国内事業はコストダウンや価格修正効果の寄与により500億
円以上改善した一方、海外事業はOpal社のグラフィック用紙
事業撤退に伴う収益悪化をはじめ厳しい事業環境となり、前
年度と比べて100億円以上悪化しました。

　純有利子負債は、2023年度末に7,235億円まで圧縮し、
2025年度末に7,100億円とする目標に向けておおむね計画通
り進捗しています。
　中期経営計画2025の達成に向け、生活関連事業の収益力
を強化しています。各事業の2025年度の売上高と売上高営
業利益率の目標を設定し、2025年度の生活関連事業の売上
高は5,000億円を目指します。国内事業は、継続的な設備投
資と確実な効果発現に取り組むとともに、海外市場での販売
拡大を図ります。海外事業は、Opal社におけるメアリーベー
ル工場の構造改革とパッケージ事業の基盤強化を軸に進めま
す。これらの施策により、中期経営計画2025の達成と2030

ビジョン＊の実現を目指します。

＊ 2030ビジョン：日本製紙グループが、2030年に目指す姿とその達成に向けた経営課題を明らかにし、企業グループ理念を実現するために定めたガイドライン

〈 基本方針 〉
◆ 成長事業への経営資源のシフト

◆ GHG削減、環境課題等の社会情勢激変への対応

売上高

生活関連事業の
売上高営業利益率

ROE

GHG排出量（Scope1＋2）

（2013年度比）

億円13,000
％以上50
億円650
％以上30
％以上7
％以上8.0

2030ビジョン

％削減54

うち、生活関連事業

海外売上高比率

新規事業

中期経営計画2025の進捗と達成

2026-2030

売上高（億円）

海外売上高比率

営業利益（億円）

EBITDA（億円）

ROE

ネットD/Eレシオ

純有利子負債（億円）

GHG排出量（Scope1+2）

（2013年度比）

生活関連事業の
売上高営業利益率

売上高全体に占める
生活関連事業の割合

11,526

2022実績

29.4%

▲269

428

▲12.3%

2.25

7,801

▲30%

▲1.8%

38%

11,673

2023実績

26.7%

173

848

5.3%

1.95

7,235

▲37%

▲1.8%

37%

2024計画

12,000

230

900

▲0.4%

40%
 Opal社のさらなる収益力強化
 戦略投資の継続

生活関連事業

 国内グラフィック用紙の生産拠点は３カ所程度に集約
 稼働率維持、コストダウン、適正価格の維持、

 生産体制見直しによる黒字確保

グラフィック用紙事業

 早期の事業化
 パルプ、セルロースをベースとした新規事業の開発

新規事業・新素材

海外売上高の拡大

 有利子負債の圧縮　  資本の拡充
 ネットD/Eレシオを早期に1.5倍台にし、さらに改善

財務体質の改善

 燃料転換・
 黒液利用の最大化

 省エネルギー対策 生産体制再編成による
 生産効率向上

 生産体制再編成に伴う
 石炭ボイラー停機

GHG排出量削減に向けた施策

中期経営計画2025、2030ビジョンに向けた進捗
中期経営計画2025の目標として設定したもの

年度 2025計画

12,000億円以上

―

―

―

早期に400億円以上

安定的に1,000億円

5.0%以上

1.7倍台

7,100

営業利益推移（国内・海外別）

営業利益

2021年度
実績

2022年度
実績（a）

2023年度
実績（b）

2024年度
計画（c） （b-a） （c-b）

121

111

10

▲269

▲241

▲28

173

304

▲131

230

300

▲70

442

545

▲103

57

▲4

61

国内事業

海外事業

（億円）

生活関連事業の収益力強化に向けた主な施策

上段：売上高（億円）　下段：売上高営業利益率（％）

液体用紙容器、製袋

家庭紙・ヘルスケア

ケミカル

Opal社

合計

1,038
2.3%

1,200
5%

1,048
3.0%

1,300
5%

550
3.8%

600
9%

1,732
▲8.1%

1,900
1%

4,368 5,000

・トータルシステムを活用した差別化戦略推進
・NDP社、Elopak社、四国化工機との協業によるグローバル展開

・差別化と販売機能強化による国内シェア拡大
・新抄紙機稼働による生産能力拡大と競争力強化
・グローバルパートナーとの協業による海外販売拡大

・機能性セルロース、機能性コーティング樹脂等設備
  投資効果発現による売上拡大(輸出含む）

・メアリーベール工場の構造改革と収益力強化
・パッケージ事業の基盤強化と売上拡大

事業 施策 2023年度実績 2025年度目標

売上高 億円以上5,000 売上高 億円以上6,5002030年度
目標

2025年度
目標

事業ポートフォリオと戦略
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事業別戦略

　新聞用紙、印刷用紙、コピー用紙などグラフィック用紙の市場は、
デジタル化やリモートワークなどの新たな生活様式が定着したこと
で需要の減少が加速しています。
　日本製紙グループは、製造過程におけるGHG排出量を従来より
20%削減した環境配慮型の新製品を投入するなどの差別化を進めて
国内のシェアの維持・拡大を図る一方、海外市場に向けた組織・人
材を強化して戦略的に販売を拡大し、需要減少に対応します。
　また、需要に応じた生産体制の最適化を継続的に進めています。
国内グラフィック用紙の生産拠点は2028年度をめどに3カ所程度
に集約し、同時にパッケージ系製品へシフトして稼働率を維持し、
パルプなどの既存リソースを活用した新規事業を拡大させて工場の
操業効率化を図ります。生産体制再編成の検討の際にはGHG排
出量低減を優先事項として捉え、石炭ボイラーの燃料転換など石
炭使用量の大幅削減により、コスト競争力の強化とGHG排出量削
減を実現し、お客さまに選ばれる企業を目指します。

生産体制再編成による競争力強化と差別化製品の拡販

紙事業〈 主要な製品 〉 新聞用紙／印刷用紙／情報用紙／産業用紙／機能性特殊紙／機能用紙

強みを機会につなげる

 多様な製品を生産する
 技術力、ノウハウ
 全国をカバーする

 安定供給体制と販売流通網

強み [ Strengths ]

 脱炭素・脱プラスチック
 など環境意識の高まり
 （紙化への流れ）

機会 [ Opportunities ]

弱みと脅威への対応

 燃料構成における
 石炭比率の高さ
 設備の多さに起因する

 固定費の高さ

 リモートワーク等生活様式の
 変化やデジタル化による
 グラフィック用紙需要減の加速

脅威 [ Threats ]弱み [ Weaknesses ]

　国内市場では、食品・飲料向け、Eコマース関連で段ボールの底
堅い需要が見込まれますが、足元では物価高騰による消費減退の
影響を受けています。また、包装資材コストの削減で軽量化、省包
装化の動きも進展しています。海外市場では東南アジアを中心に需
要拡大が見込まれますが、直近では中国の市況低迷により、輸出市
況は低調な状況です。一方、欧州では、環境規制によりプラスチッ
クパッケージから紙への移行による需要が一定程度見込まれています。
　日本製紙グループは、強みである自製クラフトパルプを高配合し
た高付加価値製品の拡販や新製品の投入により、国内外の需要に
対応します。また、環境問題や物流問題に対応した原紙の開発、
拡販に注力し、製品の差別化を進めます。特に、物流問題に対し
ては、共同物流やモーダルシフト化の推進による輸送効率向上など
の対応を前倒しで行うとともに、消費地への在庫増などで製品供
給能力を確保していきます。また、原料である古紙の安定調達体制
を強化し、安定供給と競争力の確保を図っていきます。

クラフトパルプ設備の最大活用による販売拡大

強みを機会につなげる

 自製クラフトパルプを活かした
 高付加価値製品の開発
 営業と開発が一体となった

 新製品開発･販売体制

強み [ Strengths ]

 飲料・食品向け、Eコマース
 関連の安定した需要

機会 [ Opportunities ]

弱みと脅威への対応

 操業の安定性
 販売価格の維持

 国内外の経済鈍化による
 需要減少
 物流コストの増加

 （物流2024年問題）
 原燃料価格の高騰

脅威 [ Threats ]弱み [ Weaknesses ]

板紙事業〈 主要な製品 〉 段ボール原紙／白板紙

　国内市場は、人口減少により規模縮小傾向にある一方、付加価
値の高い飲料に向けた新容器、充填機のニーズが増加しています。
世界市場では脱プラスチックの動きから紙容器の需要拡大が見込ま
れていますが、国内では今のところ容器の紙化の動きは限定的です。
　日本製紙グループは差別化戦略を徹底して推進し、戦略的パー
トナーとの連携、原紙製造技術やパッケージ開発力を活かした付
加価値の高い紙容器を国内外の市場に提供すると同時に、自製原
紙調達によりコスト競争力を強化します。国内では、ストローレス
学乳容器「School POP®」、「ノンアルミフジパック」、「LiterLyte®

（軽量品）」などの環境配慮型製品が採用件数を伸ばしており、一
層の拡販に努めます。世界市場では、NDP社を含む当社グループと、
Elopak社、四国化工機株式会社の協働を基軸として紙パック事業
拡大を目指します。また、アルミを使用した紙容器のリサイクル
（PakUpcycle®）を推進し、脱プラスチック、紙化の流れを強力に
後押しします。

自社の強みと外部連携を活かし、差別化戦略を徹底

強みを機会につなげる

 世界トップクラスの
 紙パック・充填機開発技術
 強力な戦略的パートナーの

 存在

強み [ Strengths ]

 多様な飲料・容器に
 対応可能な充填システム
 へのニーズの高まり

機会 [ Opportunities ]

弱みと脅威への対応

 海外展開人材の育成・確保  世界各地での紛争、
 自然災害等による
 紙パック原紙の供給不安

脅威 [ Threats ]弱み [ Weaknesses ]

 国内外における環境配慮型
 製品へのニーズの高まり

液体用紙容器事業〈 主要な製品 〉 液体用紙容器／液体用紙容器原紙

　豪州のGDPや人口は堅調に推移しており、今後も依然として増
加が見込まれています。段ボール市場もこれらに牽引され、安定的
な成長が予測されています。しかしながら、足元では異常気象や、
インフレ・利上げ等による消費低迷が見られ、Opal社の販売量は
伸び悩む結果となりました。
　メアリーベール工場では、2024年3月にパルプ製造設備を連続
蒸解釜に転換し、生産性向上と人員適正化を進めています。また、
段ボール原紙から製品に至る一貫事業の特性を活かし、原紙開発
を通じ内部消費量を増加させ、輸出市況変動の影響を低減します。
パッケージ部門では、2023年8月に稼働した新段ボール工場の最
新鋭設備により労働生産性改善が実現しています。また、他拠点
の老朽化設備を積極的に更新し、生産性向上とコスト削減による
収益拡大を図ります。さらに、全社的な人員合理化を実施しコスト
削減を実現します。これらの取り組みにより、競争力を強化するこ
とで収益拡大を図り、一貫事業としての成長を目指していきます。

競争力強化および顧客価値の最大化による事業成長

Opal社 〈 主要な製品 〉 段ボール／段ボール原紙

強みを機会につなげる

 顧客ニーズに応じた
 多様な製品・サービスの提供
 原紙・パッケージの製販

 一貫性を活かした製品開発力

強み [ Strengths ]

 市場の人口増、
 GDPの安定的な成長

機会 [ Opportunities ]

弱みと脅威への対応

 製紙・加工設備の老朽化  市場での景況感・
 個人消費のさらなる冷え込み

脅威 [ Threats ]弱み [ Weaknesses ]

 プラスチック規制による
 紙パッケージ需要の高まり

 需要減少局面での
 労務・物流等上昇コストの
 価格転嫁

 紙パック市場での競争激化

 高コスト体質
 古紙輸出規制等による

 段古紙高騰・集荷力低下
 環境やCO2排出等の規制

 強化による対応コスト増

事業ポートフォリオと戦略
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事業別戦略事業ポートフォリオと戦略

　世界的に再生可能エネルギー需要が高まる中、国内では2024年4

月に「容量市場」制度がスタートするなど、電力市場の環境は目まぐる
しく変化しています。また、2022年度に高騰した石炭価格は落ち着き
を見せる一方、国内のバイオマス発電所の増加により燃料価格は上
昇傾向にあります。日本製紙グループは制度変更や社会の変化に臨
機応変に対応し収益の確保に努め、石炭ボイラーの燃料転換や省エ
ネルギーでGHG排出量削減とコスト削減に継続して取り組みます。
　再生可能エネルギーの需要拡大に対応し、勇払エネルギーセン
ターは発電規模75MWのバイオマス専焼発電設備として2023年2

月に営業運転を開始しました。また、バイオマス混焼設備である日
本製紙石巻エネルギーセンターは、混焼比率を42％に高める改造
工事を2023年12月に完了しました。これらにより売電専用設備に
よる再生可能エネルギー発電規模は、約270MWへ拡大しました。
当社グループは、既存事業で培った発電技術力と木質資源調達力
を最大限活用し、中長期的な安定収益の確保を目指します。

再生可能エネルギー供給力の拡大により安定収益を確保

エネルギー事業 〈 主要な製品 〉 電力販売

強みを機会につなげる

 長年培った発電技術力と
 インフラ
 木質バイオマス燃料の調達力

強み [ Strengths ]

 2050年カーボン
 ニュートラルに向けた
 再生可能エネルギー
 需要の高まり

機会 [ Opportunities ]

弱みと脅威への対応

 エネルギー構成における
 化石燃料比率の高さ
 石炭の使用による

 社会的評価､ コスト

 石炭使用に対する
 批判意識の高まり
 カーボンプライシング

 導入の動き

脅威 [ Threats ]弱み [ Weaknesses ]

　国内では、集合住宅の再開発や建て替えによる底堅い木材需要
はあるものの、戸建ての新設住宅需要が低迷しており、木材関連
業界は厳しい環境が継続しています。北米市場においては、金利
上昇に伴い住宅着工戸数が低調に推移していますが、金利の引き
下げによる需要の回復時期が注視されています。一方で、燃料用
チップの需要は、国内バイオマス発電所の増加により拡大し、価格
も上昇基調となっています。
　日本製紙グループは、強みである全国に築いた木材の集荷ネット
ワークを最大限活用し、国産材調達基盤をさらに強化します。木材
市況の変化に臨機応変に対応し、輸入品の国産材製品への置き換
えの推進や、将来需要が見込まれる海外市場も念頭に置き、国内外
での国産材原木、製品の販路拡大を目指します。燃料の分野では、
当社グループのエネルギー事業におけるバイオマス発電設備へ燃料
チップを安定的に供給するとともに、外部顧客に対する販売機会の
取り込みや新規燃料の開発により、燃料事業の収益拡大を目指します。

国産材調達基盤のさらなる強化と燃料事業の収益力拡大

強みを機会につなげる

 全国トップクラスの
 国産材取扱量
 燃料チップの集荷供給体制

強み [ Strengths ]

 国産木材の自給率拡大の動き

機会 [ Opportunities ]

弱みと脅威への対応

 紙需要減少に伴う
 製紙用原料調達網の脆弱化

 林業従事者の不足と
 生産性の低さ

脅威 [ Threats ]弱み [ Weaknesses ]

木材・建材事業 〈 主要な製品 〉 原木／製建材／原燃料

強みを機会につなげる

 家庭紙のパイオニアとしての
 技術力とブランド力
 木質資源を原料とする

 サステナブルな製品の開発

強み [ Strengths ]

 環境・衛生に対する
 意識の高まり

機会 [ Opportunities ]

弱みと脅威への対応

 非効率な部分を有する
 操業・物流

 物流コストの増加
 （物流2024年問題）

脅威 [ Threats ]弱み [ Weaknesses ]

 環境にやさしい商品の
 需要増加

 労働者不足　  為替の変動 パルプのグループ内調達量
 の増加余地

　国内市場は、高齢単身世帯の増加や、女性や高齢者の就労率
の上昇、またインバウンド需要の増加などにより消費者ニーズや購
買行動が多様化しています。新型コロナウイルスの流行に端を発し
た衛生意識の高まりや、気候変動による自然災害対策として、非常
用・備蓄用品の需要も増加しています。
　日本製紙クレシアではすべての人の暮らしがどんな時でも清潔で
あり続けるために、「衛生環境の維持と拡大」をパーパスに掲げてい
ます。使用シーンや用途に適した製品開発をはじめ、アクティブシニ
アの日常生活を後押しする吸水ケア製品や大人用紙おむつ、インバ
ウンドにも対応するユニバーサルデザイン製品、ローリングストック
を推奨するアイテムなど、多様化するニーズに対応したラインアップ
拡充を図ります。同時に、輸送効率化や資材減量によるGHG排出
量削減につながる「長持ち&コンパクト」製品の市場浸透を一層推
進し、差別化に努めます。コスト面では、パルプのグループ内調達
量を増やし市況変動影響を抑え、操業面のDX化を推進します。

多様化するニーズを先取りし、環境問題に対応する製品を拡充

家庭紙・ヘルスケア事業 〈 主要な製品 〉 ティシュー／トイレットロール／ペーパータオル／大人用紙おむつ

　環境問題への意識が世界的に高まる中で、環境配慮型製品の
需要が増加しています。ケミカル事業では、以前より溶解パルプ・
リグニン・発酵・CMC・セルロースなど、再生可能な木質資源の
総合利用で事業を展開しています。市場が拡大する電気自動車向
けでは、リチウムイオン電池用途の高機能性CMCの設備増強を進
め、2024年12月にはハンガリーにも生産拠点を完成させ万全の
供給体制を確立します。また、リグニンは石化系・可食系に代わる
木質資源由来粘結剤として引き合いが増えています。木質由来以外
では、販売が堅調である自動車用樹脂部品の塗料用途や包装フィ
ルムのインキ用途を主体とした機能性コーティング樹脂とモバイル
ディスプレーに使用される機能性フィルム関連も環境配慮への要求
が高まっており、お客さまのニーズに応える高付加価値品へのシフ
トを推進しています。今後も、環境意識の高まりに対応した新たな
木質由来製品を中心に、営業・研究・生産の三位一体により製品
を開発し、海外を含めた市場への提供を推進していきます。

環境対応製品を多面的に展開し、事業成長を推進

強みを機会につなげる

 ニッチ市場で高いシェアを
 持つ製品群と技術力
 循環型社会実現に貢献する

 木質由来製品の豊富な
 ラインアップ

強み [ Strengths ]

 世界的なEV化への流れ

機会 [ Opportunities ]

弱みと脅威への対応

 生産設備更新の
 投資コストが高い

 市場環境変化に伴う
 品質要求の高まりと
 既存製品価値の低下
 海外メーカーの攻勢

脅威 [ Threats ]弱み [ Weaknesses ]

 環境意識の高まりによる
 環境配慮型製品の需要増加

 生産規模が小さく高コスト

ケミカル事業 〈 主要な製品 〉 溶解パルプ／機能性セルロース／機能性化成品／機能性コーティング樹脂／機能性フィルム

 バイオマス発電設備の
 増加によるバイオマス燃料
 の需要拡大

 他社の設備増強による
 競争激化

 金利上昇による
 新設住宅着工戸数の低迷

社
長
メ
ッ
セ
ー
ジ

グ
ル
ー
プ
理
念
の
実
現
に
向
け
て

持
続
的
な
価
値
創
造
の
基
盤

事
業
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
と
戦
略

デ
ー
タ
セ
ク
シ
ョ
ン

70 71Nippon Paper Group Integrated Report 2024



11カ年財務サマリー
データセクション

日本製紙および連結子会社       

3月31日に終了した各会計年度
有価証券報告書と併せてご覧ください

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

損益状況（会計年度）
売上高 1,081,277 1,052,491 1,007,097 992,428 1,046,499 1,068,703 1,043,912 1,007,339 1,045,086 1,152,645 1,167,314

売上原価 844,603 825,576 800,185 787,464 846,109 871,218 832,151 803,686 872,011 1,008,246 985,917

営業利益（損失） 28,536 23,656 22,623 23,764 17,613 19,615 35,048 19,233 12,090 （26,855） 17,266

経常利益（損失） 28,188 23,204 17,123 26,994 18,649 23,901 30,524 12,276 14,490 （24,530） 14,550

親会社株主に帰属する当期純利益（損失）  22,770 23,183 2,424 8,399 7,847 （35,220） 14,212 3,196 1,990 （50,406） 22,747

包括利益 41,864 67,295 （31,821） 25,795 15,285 （45,838） （1,946） 45,534 22,104 （28,588） 82,102

営業活動によるキャッシュ・フロー 75,763 81,846 52,419 87,087 44,944 59,760 67,036 84,197 72,378 65,823 90,283

投資活動によるキャッシュ・フロー （24,861） （42,483） 16,270 （65,278） （62,731） （47,461） （70,113） （182,945） （61,247） （68,018） （22,031）
財務活動によるキャッシュ・フロー （65,487） （52,744） （39,168） （49,694） （12,548） （6,720） （7,397） 113,696 54,314 6,976 （46,566）
フリーキャッシュ・フロー 50,902 39,363 68,689 21,809 （17,787） 12,299 （3,077） （98,748） 11,131 （2,195） 68,252

財政状態（会計年度末）
総資産 1,480,894 1,495,622 1,390,918 1,388,885 1,429,892 1,390,814 1,363,469 1,547,326 1,639,286 1,666,542 1,731,245

流動資産 505,417 484,498 502,912 486,205 490,479 515,407 496,871 533,764 617,934 627,705 638,613

有形固定資産 729,179 715,406 669,298 686,813 717,927 677,613 680,524 782,012 774,989 796,820 805,331

その他の固定資産 246,297 295,716 218,707 215,867 221,484 197,792 186,074 231,549 246,363 242,016 287,301

負債 1,054,309 1,005,881 966,233 953,974 986,493 995,470 976,892 1,122,605 1,200,682 1,251,341 1,235,597

純資産 426,584 489,740 424,685 434,911 443,398 395,343 386,577 424,721 438,604 415,200 495,648

有利子負債 775,597 731,834 703,831 678,504 693,562 688,703 689,937 828,870 898,125 924,406 888,390

純有利子負債 678,350 647,734 591,321 587,990 634,559 625,248 637,091 759,136 761,280 780,056 723,531

その他
設備投資額 47,162 48,518 46,899 51,289 72,765 60,338 70,636 57,929 58,107 85,972 60,696

減価償却費 63,181 61,374 57,672 55,083 57,892 60,422 58,705 63,357 66,549 66,279 64,184

研究開発費 5,690 5,431 5,555 5,622 6,013 6,694 6,051 6,217 5,672 5,760 5,557

１株当たり情報
親会社株主に帰属する当期純利益（損失） 196.67 200.27 20.95 72.57 67.80 （304.34） 122.89 27.67 17.23 （436.28） 197.09

配当金 40.00 50.00 60.00 60.00 60.00 30.00 40.00 40.00 40.00 0.00 10.00

純資産 3,652.76 4,198.10 3,645.87 3,714.63 3,776.26 3,328.28 3,248.53 3,570.15 3,695.31 3,415.75 4,062.19

財務指標
売上高営業利益率 2.6% 2.2% 2.2% 2.4% 1.7% 1.8% 3.4% 1.9% 1.2% （2.3%） 1.5%

EBITDA（百万円） 96,333 89,467 85,145 83,571 80,137 84,583 97,779 86,940 81,546 42,830 84,826

自己資本当期純利益率（ROE） 5.6% 5.1% 0.5% 2.0% 1.8% （8.6%） 3.7% 0.8% 0.5% （12.3%） 5.3%

総資産利益率（ROA） 2.7% 2.2% 2.0% 2.6% 1.9% 2.2% 2.7% 1.3% 1.3% （1.0%） 1.4%

投下資本利益率（ROIC） 3.3% 2.8% 2.4% 3.2% 2.3% 2.9% 3.5% 1.6% 1.7% （1.3%） 1.8%

自己資本比率 28.6% 32.5% 30.3% 31.0% 30.6% 27.7% 27.5% 26.7% 26.0% 23.7% 27.1%

調整後ネットD/Eレシオ（倍） 1.70 1.55 1.47 1.49 1.61 1.76 1.75 1.86 1.89 2.25 1.95

海外売上高比率 12.0% 13.3% 13.8% 14.3% 17.0% 17.5% 16.2% 20.5% 27.0% 29.4% 26.7%

（単位：百万円）

（単位：円）

・フリーキャッシュ・フロー ＝ 営業活動によるキャッシュ・フロー ＋ 投資活動によるキャッシュ・フロー 
・有利子負債 ＝ 短期借入金 ＋ 長期債務
・EBITDA＝ 営業利益（損失） ＋ 減価償却費 ＋ 受取配当金 ＋ 受取利息 ＋ のれん償却
・自己資本当期純利益率（ROE）＝ 親会社株主に帰属する当期純利益（損失）÷ 株主資本およびその他の包括利益累計額の期首期末平均 ×100
・総資産利益率（ROA）＝（経常利益（損失）＋ 支払利息）÷ 期末総資産 ×100
・投下資本利益率（ROIC）＝（経常利益（損失） ＋ 支払利息）÷（期末株主資本およびその他の包括利益累計額 ＋ 有利子負債）×100
・調整後ネット D/E レシオ ＝（純有利子負債 － 資本性負債）÷（株主資本 ＋ 資本性負債）
・資本性負債：ハイブリッド・ローンで調達した負債のうち、格付機関から資本性の認定を受けた額（調達額の50％）
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＊1 集計対象の変更等を踏まえ、比較可能な連続性のあるデータを掲載しています　
＊2 連結子会社および非連結子会社　＊3 日本製紙（売電、売蒸気含む）　＊4 日本製紙　＊5 国内連結会社
＊6 日本製紙、日本製紙クレシア、日本製紙パピリア、日本製紙リキッドパッケージプロダクトの製造事業所（協力会社含む）

2021年度

5,672

その他
27エネルギー

7

生活関連
2,026

紙・板紙
3,612

2022年度

85,972

その他
1,016

木材・建材・
土木建設関連
817

エネルギー
24,096

生活関連
32,776

紙・板紙
27,263

売上高 営業利益 売上高営業利益率

エネルギー事業 → P.71

（3.5）%

3.0%

2021 2022 2023（年度）

318
16

（17）

16

499
537

5.0%

売上高 営業利益 売上高営業利益率

木材・建材・土木建設関連事業 → P.71

12.9% 13.0%

2021 2022 2023（年度）

645

76

689

89
98

755

11.8%

売上高 営業利益

その他事業
レジャー施設運営／物流・倉庫管理など

2021 2022 2023（年度）

302

37
29

23

305 311

事業別
3カ年データ
売上高・営業利益（単位：億円）

研究開発費（単位：百万円） 設備投資額（単位：百万円）

その他
26

生活関連
2,041

紙・板紙
3,573

エネルギー
120

2022年度

5,760

その他
13

エネルギー
64

生活関連
1,972

紙・板紙
3,508

2023年度

5,557

その他
1,538

木材・建材・
土木建設関連
767

エネルギー
2,762

生活関連
26,879

紙・板紙
26,158

2021年度

58,107

売上高 営業利益 売上高営業利益率

生活関連事業
液体用紙容器／Opal社／家庭紙・ヘルスケア／ケミカル

→ P.69-70

2021 2022 2023（年度）

3,865

48

（1.8）% （1.9）%

（78） （81）

4,401 4,368

1.2%

紙・板紙事業 → P.68

売上高 営業利益 売上高営業利益率

2021 2022 2023（年度）

5,321

（56）
2.0%

（5.2）%

117

（292）

5,632 5,702

（1.0）%

その他
1,031

木材・建材・
土木建設関連
1,087エネルギー

2,669

生活関連
36,305

紙・板紙
19,603

2023年度

60,696

日本製紙および連結子会社
3月31日に終了した各会計年度

11カ年ESGデータ＊1

ESG区分
関連ページ 単位 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

E（環境） S（社会） G（ガバナンス）

● GHG排出量（Scope1+2）＊2 P.28 百万 t-CO2 8.5 - - - 8.1 7.9 7.4 6.9 6.8 6.0 5.3

● 石炭使用量＊3 P.28 千 t 2,557 2,619 2,634 2,580 2,534 2,521 2,302 2,115 1,957 1,556 1,529

● ● 森林認証取得率（全世界） P.24 % 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

● ● 製紙原料における国産材の利用率＊4 P.25 % 36.5 37.4 35.8 36.8 36.1 35.2 35.8 39.5 37.6 35.1 36.8

● ● 産業廃棄物の最終処分量＊5 P.29 % 4.1 1.8 2.4 1.6 1.4 1.7 2.7 2.4 2.1 1.6 1.8

● ● 未利用難処理古紙利用量 P.31 ｔ - - - - - - - - 23 1,707 4,933

● 連結従業員数 P.18 人 13,107 12,771 11,741 13,057 12,881 12,943 12,592 16,156 16,129 15,959 15,557

● 海外連結子会社従業員比率 ― % 13.5 13.0 13.4 20.9 19.4 19.4 19.2 36.5 37.1 37.6 36.5

● 入社10年後の在籍率＊4 P.34 % - - - - 66 69 73 66 60 63 50

● 女性管理職比率＊4 ― % 1.48 1.57 1.60 1.86 2.47 2.29 2.43 2.65 2.71 3.18 2.97

● 女性総合職採用比率＊4 P.34 % 14 20 21 18 25 26 35 30 40 49 37

● 男性育休取得率＊4 ― % - - - - - - - - - 91.2 90.7

● 総労働時間＊4 P.34 時間 - - - - 1,927 1,923 1,894 1,888 1,905 1,884 1,872

● 休業災害度数率＊6 P.35 ー 0.53 0.62 0.44 0.40 0.64 0.77 0.79 0.79 0.55 0.87 0.73

● 社外取締役比率 P.53 % 11.1 11.1 12.5 22.2 22.2 22.2 33.3 33.3 33.3 33.3 33.3

● 取締役会女性人数 P.53 人 0 0 0 0 0 0 2 2 2 2 2

データセクション
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会社情報／投資家情報 （2024年3月31日現在）

会社名 日本製紙株式会社
本社 〒101-0062　東京都千代田区神田駿河台4丁目6番地
設立 1949年8月1日
従業員数 単体 4,938人
 連結 15,557人
資本金 1,048億73百万円
株式の状況 発行可能株式総数 300,000,000株
 発行済株式の総数 116,254,892株（自己株式373,148株を含む）
株主数 173,334人
上場市場 東証プライム（証券コード 3863）　
決算期 3月末日

会社概要

株価および株式売買高の推移

発行済株式の
総数

116,254,892株

金融機関
40.51%

その他の
国内法人
6.83%

外国人
16.15%

個人・
その他
34.59%

証券会社他
1.92%

所有者別株式分布状況

株主名 持株数（株） 持株比率（％）＊

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 19,610,100 16.92

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 8,569,920 7.40

日本製紙従業員持株会 3,071,729 2.65

日本製紙取引先持株会 2,486,000 2.15

日本生命保険相互会社 2,473,165 2.13

大樹生命保険株式会社 2,258,900 1.95

株式会社みずほ銀行 2,000,000 1.73

農林中央金庫 1,700,065 1.47

ステートストリートバンクウェストクライアントトリーティー 505234 1,389,100 1.20

DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO 1,163,746 1.00

大株主の状況

＊ 持株比率は自己株式373,148株を控除して計算しています
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データセクション

決算・経営説明会 2回

決算説明会 2回

個別ミーティング 139回
うちESGに関するミーティング5回

社外取締役
スモールミーティング 1回

森林資源価値説明会 1回

IR活動実績（2023年度）

格付機関　　　　　　　　　　　　　　　長期債 短期債（CP）

格付投資情報センター（R＆I）　　　　　　BBB+ a-2

日本格付研究所（JCR）　　　　　　　　　　　　A ｰ –

格付情報

（2024年3月現在）

サステナビリティ情報

・ESGデータブック
 https://www.nipponpapergroup.com/csr/

 download/esgdatabook/

株主・投資家向け情報

・コーポレートガバナンス報告書
 https://www.nipponpapergroup.com/ir/governance/report/

・IR資料室
 https://www.nipponpapergroup.com/ir/library/

サステナビリティサイト
https://www.nipponpapergroup.com/csr/

IRサイト
https://www.nipponpapergroup.com/ir/

日本製紙グループでは、ESG（環境・社会・ガバナンス）に関わる
取り組みについて、広くステークホルダーの皆さまに報告するため
「ESGデータブック」を毎年発行しています。ESGデータブックは、
当社グループの重要課題（マテリアリティ）に沿って項目を整理してい
ます。統合報告書と併せてご覧ください。

最新の決算関連資料、統合報告書、有価証券報告書、株主通信、
FACT BOOKをPDFで掲載しています。

* FTSE Russell confirms that Nippon Paper Industries has been independently assessed according to the index criteria, and has satisfied the requirements to become a constituent of 
the FTSE Blossom Japan Index and the FTSE Blossom Japan Sector Relative Index. Created by the global index and data provider FTSE Russell, these indices are designed to 
measure the performance of companies demonstrating strong Environmental, Social and Governance (ESG) practices, and are used by a wide variety of market participants to create 
and assess responsible investment funds and other products.

* THE INCLUSION OF NIPPON PAPER INDUSTRIES IN ANY MSCI INDEX, AND THE USE OF MSCI LOGOS, TRADEMARKS, SERVICE MARKS OR INDEX NAMES HEREIN, DO NOT 
CONSTITUTE A SPONSORSHIP, ENDORSEMENT OR PROMOTION OF NIPPON PAPER INDUSTRIES BY MSCI OR ANY OF ITS AFFILIATES. THE MSCI INDEXES ARE THE EXCLUSIVE 
PROPERTY OF MSCI. MSCI AND THE MSCI INDEX NAMES AND LOGOS ARE TRADEMARKS OR SERVICE MARKS OF MSCI OR ITS AFFILIATES.

社外からの評価

2024年6月時点

Morningstar 日本株式 
ジェンダー・ダイバーシティ・ティルト指数（除くREIT）

当社は、2018年11月日本政策
投資銀行（DBJ）より環境格付
融資を受け、格付結果は「環境
への配慮に対する取り組みが特に
先進的」と評価されました。

三井住友銀行
「ESG/SDGs評価型資金調達」：
最上位「AAA」

EcoVadis

ゴールドメダル取得

（免責事項）
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